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1．問題の所在と限定
　自動車損害賠償責任保険（以下「自賠責保険」と表記）の制度の在り方をめぐり，さまざま
　　　　　　　　　　　　　1）な立場から議論がなされている。しかしそれらは被害者保護を焦点とした多角的な議論である
が，損害保険会社の制度運営指針を明確にするものではない。そこで前稿（中林〔2000〕）で
は，ステイクホルダー（stakeholders）の利害対立に着目して検討を行った。そして，被害者保
護という制約条件下でステイクホルダーを「公正」に扱う必要性を指摘した。これを受けて本
稿では，自賠責保険の特質をふまえ，「公正」の意味についてさらに詳細な検討を行う。これに
より，損害保険会社の経営において自賠責保険の運営をどのように位置づけ，ステイクホルダ
ーの利害をどのように調整すべきか明らかにする。
1）例えば大蔵大臣と金融庁長官の諮問機関である「自賠責審議会（自責審）」は『自賠責保険全般のあり方』
にっいて2000年6月28日に答申した。また，運輸大臣の私的懇談会である「今後の自賠貴保険のあり方に係
る懇談会（自賠懇）」も審議を重ねている。
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　具体的には，まずは自賠責保険そのものの特質と損害保険会社がそれを運営していく上での
特殊事情を明らかにする。損害保険会社は営利企業として保険数理的公平性を保った運営を行
い，経営を安定させる必要がある。しかし自賠責保険には社会政策的特性がある。その運営上，
保険数理的公平性がどこまで確保されるかは，被害者保護という制約条件の捉え方次第である。
そしてその決定要因が「公正」概念である。したがって本稿ではさまざまな公正概念について
検討し，損害保険会社にとっての「公正」とは何かを明らかにする。そしてこれに従い被害者
保護のレベルを定め，ステイクホルダーの利害を調整した自賠責保険の運営指針を示す。
　ところで，自賠責保険ではさまざまな契約形態が想定される。それに従いステイクホルダー
の利害関係は複雑化する。例えば，加害者である自動車ユーザーは被保険者であるが契約者と
　　　　　　　　2）同一とは限らない。さらに自賠責保険の上乗せ部分に該当する任意の対人賠償責任保険（以下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）「任意保険」と表記）は自賠責保険と同一の損害保険会社と契約されているとは限らない。そこ
で本稿では，自動車ユーザーである被保険者が契約者であり，自賠責保険と任意保険を同一の
損害保険会社と契約している場合を想定して考察を行う。
　　　　　　　　　　　　　2．自賠責保険をめぐる特殊事情
　　　　　　　　　　　　4）　2－1自賠責保険の特質
　自賠責保険制度は戦後の急激なモータリゼーションの進行に伴う交通事故の増加に対応して
1955年に設立された制度である。そして，その目的は，交通事故の被害者の保護を図り，あわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5）せて自動車運送の健全な発達に資することにある。
　交通事故の加害者は被害者に対し不法行為責任を負う。自賠責保険は自動車ユーザーのため
の強制加入の対人賠償責任保険であり，この責任を履行するための手段となる。同時に自賠責
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）保険は自動車による人身事故の損害賠償責任の適正化措置としての社会的意義を有する。従っ
2）自賠責保険では自動車の保有者と運転者が被保険者となる。このため被保険者と契約者は必ずしも一致す
　るものではない。本稿では自動車を保有し運転する「自動車ユーザー（自賠審の答申での表現に依拠して使
用）」である被保険者を契約者と想定する。そのうち保険事故に遭遇した者を加害者とする。また被害者に
ついても，自動車事故の被害者が自社または他社の契約者である場合と契約者でない場合がある。そして契
約者でない場合には，加害者に対し交渉力で劣位に置かれる場合が多い。
3）実務上は一括払い制度が採用される。（1997年は全請求件数の99．63％で採用。）一括払い制度は任意保険
の引受会社が自賠責保険の保険金受領を条件に，自賠責保険の保険金を含め任意保険で一括して支払う方法
である。この制度は事務手続きの軽減と被害者救済の迅速化を図る目的で，1973年に導入された。制度の詳
細と問題点については鈴木〔1998〕pp．184～185を参照のこと。また鈴木〔1995〕では，被害者救済に占め
る自賠責保険の比率が圧倒的に大きいことを問題視している（pp．115～117）。
4）自動車損害賠償保障法（以下「自賠法」と表記）の内容および保険制度の概要については保毎社〔1998〕，
その長所と短所については我妻〔1955〕pp．18～25を参照のこと。
5）自賠法第1条。
6）自動車の運行によって利益を得ている者は，その運行によって引き起こす損害賠償責任を負担すべきであ
　る。また危険物の管理者は重い責任を負う。（保毎社〔1998〕p．16）以上の論理から，自動車ユーザーには
被害者保護のための社会的費用の負担が求められる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）て，被害者保護のため，過失責任主義を修正した相対的無過失責任主義に基づく賠償を行う。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8）　また，運輸省主導で制度が設計され，その引受義務は民間の損害保険会社に課された。しか
し社会政策実現のため，ノーロス・ノープロフィットの原則に基づく運営が行われる。そして，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）政府再保険制度等を通じて損害保険会社は厳格に監督されている。このように自賠責保険は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10）私保険でありながら公保険としての色彩を相当程度帯びている。
　2－2損害保険会社の自賠責保険運営をめぐる特殊事情
　　2－2－1保険数理的公平性と社会的公平性
　保険における公平とは「損失の期待値と被保険者（＝契約者）が保険団体にもたらすコスト
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11）に相応した保険料，つまり保険数理的に公正な価格（actuarial　fair　price）を課すこと」とさ
れる。これに従えば，損害保険会社としては，リスクに応じて同じ条件にある者を同等に扱う
　　　　　　　　　　　　12）のが公正ということになる。これに対し，このような扱いを不平等と捉え，弱者救済のための
特別な措置をとることが社会的公平性にかなうとする立場もある。保険数理的公平性はしばし
ば社会的公平性と対立する。この場合内部補助（subsidization）の社会的受容可能性が高ま
　　　　　　13）る，と言われる。このため，効率性を考慮すると，社会的不公正に対する救済にはコストがか
　　　　　　14）
かることになる。
7）自賠法第3条は加害者および自動車側に立証責任を転嫁し，かつその要件を厳しくすることで，ほぼ無過
　失責任に近い責任を課する。以下のような条項を全て立証しない限り賠償責任は免れない。（保毎社〔1998〕
　P．16）
　a．自己および運転者が自動車の運行に関し注意を怠らなかったこと。
　b．被害者または運転者以外の第三者に故意または過失があったこと。
　c．自動車の構造上の欠陥または機能の障害がなかったこと。
　この他，過失相殺の緩和，重過失免責，等による被害者救済策もとられている。
8）損害保険会社が引受主体となった理由は以下の3点にある（保毎社〔1998〕pp．12～16）。①保険技術やノ
　ウハウの蓄積を持つこと，②全国的な営業網と事故処理体制を持つこと，③先進国では民間が引き受けてい
　ること。
9）損害保険会社は元受収入保険料の6割を政府再保険に出すことを義務づけられている。この制度は技術的
　理由と公共性への配慮から導入されたものである。（政府再保険の導入根拠と仕組みについては（保毎社〔1998〕
　p．142～145参照のこと）しかし現在はその役割は果たし終えたとして，2002年以降の廃止が決定的な状況に
　ある。
10）山下他〔1999〕pp．10～12。
11）Black，Jr．＝Skipper，Jr．〔2000〕p．28．
12）田村〔1995〕p．29。「私保険は社会保険と異なり私的経済取引の一種であり，個々の契約者と会社との私
　的契約によって成り立つ。それ故，個々の契約者は自己の経済的利益の最大化を目指して行動すればよい。
　一方会社側の義務は保証の確実な履行と共に同じ条件にある契約者を同等に扱うことであり，それが私保険
　でいう公平に他ならない。」
13）Dorfman〔1998〕p．38．
14）Abraham〔1985〕p．449．これに対して，強制保険と残余市場の創設により効率性を維持することは，効
　率とリスク分配上の妥協点を見出すことと言える（Abraham〔1985〕p．451）。
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　自賠責保険に関しては，以下のような点で保険数理的公平性が問題になる。第一に保険料が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15）一律であり，リスクが反映されないことである。第二に，立場により公平性が対立的に二様に
解釈されうることである。例えば，実際に交通事故に遭遇した少数の自動車ユーザーと，残り
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16）の圧倒的多数の自動車ユーザーでは，被害者保護に関して異なる見解を持つことになりうる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　17）また同一の立場にある人でも，保険種類により公平性の認識が異なることがある。
　　2－2－2営利企業としての損害保険会社
　自賠責保険はノーロス・ノープロフィットの原則に基づき運営される。しかしその運営主体
である損害保険会社は主として株式会社形態の営利企業である。このため損害保険会社の経営
上，自賠責保険をどのように位置づけて運営していくのかが問題となる。自賠責保険とその上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　18）乗せ部分に相当する任意保険とは補完関係にある。後者は損害保険会社の主力商品であり，利
　　　　　　　　　　　　　　19）益率約5．0％で運営されている。このため，自賠責保険による補償範囲の拡大は損害保険会社の
収益の縮小につながる。両者の正当な関係を明らかにするためには，企業の目的と社会的責任
についてまでさかのぼる必要がある。
　企業の利益追求と社会的責任は対立的に捉えられてきた。しかし，現在は利益追求偏重から，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20）　　　　　　　　　　　　　　　21）企業に倫理的責任を果たすことを求める社会的期待が急速に高まってきている。つまり企業は
15）自賠責保険では自動車保険料率算定会が基準料率を算定する。これは，離島等一部の地域を除き全国一律
　のものである。また，自賠貴保険ではメリットデメリット制の導入は技術的に困難とされる。これに対する，
　リスク細分型自動車保険における「公正」については前川〔2000〕pp．146～147を参照のこと。
16）被害者救済のため，前者に対し保険数理的公平性を越えた特別な措置を求めることがある。これについて
　は，社会的利得が十分に大きい場合には，ある一定の不正義は合法的に受容可能（Velasquez〔1998〕p．103），
　という考えから正当化されうる。
17）田村〔1995〕では生命保険と自賠責保険を例に，保険種類により社会一般の公平性の認識が異なることを，
　新聞への投書を用いて示している（pp．22～29）。生命保険ではリスクの高い公害病患者や身体障害者に対し
　リスクに見合った料率を課すことを不公平とする批判がある。これに対し，自賠責保険ではリスクに見合っ
　た料率を課さないことが不公平とされる。
18）1998年度の損害保険会社の正味収入保険料におけるシェアは，任意保険が51．7％，自賠責保険が8．0％を
　占める（『ファクトブック1999　日本の損害保険』p．11）。
19）ただし5％は料率設定時の予定利率である。このため昨今の競争激化により実際の利益は少なくなってい
　る，という実務家からの指摘がある。逆に，自賠責保険については利益率はゼロであるものの，少なくとも
　2004年までは40％の付加保険料率が確保されるため，現状のまま推移した方が経営上得策である，つまり，
　価格競争のない自賠責保険が損害保険会社の経営を下支えする構図になっている，という指摘もある（山野
　井　〔2000〕　p．129）。
20）Carrollは企業の社会的責任は社会的期待との関係から，経済的責任，法的責任，倫理的責任，フィランソ
　ロフィックな責任の4段階に分類する。現在求められているレベルは倫理的責任を果たすことであり，この
　場合，法令遵守は最低限の責任を果たしているにすぎない（Carroll－Buchholtz〔2000〕pp．33～38）とされ
　る。倫理的責任とは，社会が期待する（プラスの意味）または社会が禁止する（マイナスの意味）活動，慣
　行，政策，ふるまいを受け入れる消費者，従業員，株主，社会，その他のステイクホルダーが公正（fair），
　正義（right），公平（just）とみなすこと，またはステイクホルダーの道徳的権利や立法上の期待を保つ上
　での関心事を反映する一連の規範，基準，期待を受け入れるものである（Carroll〔2000〕p．36）。
21）Pa｛ne〔1997〕pp．379～380（ペイン〔1999〕pp．307～308）．
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利益をあげるだけでも倫理的であるだけでもなく，両方の責務を同時に果たすことが求められ
22）
る。
　損害保険会社は自動車保険の運営上，自賠責保険の引受により法定の義務を果たす必要があ
る。しかし同時に任意保険により収益を確保する必要もある。これにより損害保険会社全体の
担保資力を充実させることは，自賠責保険の運営にもプラスの効果をもたらす。しかしそれ以
上の保障については任意保険で対応する必要がある。任意保険で対応することで自由な選択の
余地を残し，顧客の多様な保障ニーズを満たすことできる。これによりさらなる契約獲得につ
　　　　　　　　　　　　　　　　23）ながれば経営はさらに安定してくる。従って，自賠責保険による保障を最低レベルに抑えるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　24）とはステイクホルダー全体の利益になる。
　2－3　ステイクホルダーの限定
　ステイクホルダーは組織の意思決定・政策・業務慣行により影響を受ける，または影響を及
　　　　　　　　　　　　　　　25）ぼしうる全ての個人と集団である。それらは一義的ステイクホルダー（primary　stakeholders）
と二義的ステイクホルダー（secondary　stakeholders）に分類される。前者は組織の生存に不
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　26）可欠なもの，後者には組織から影響を受けるものが含まれる。
　自賠責保険をめぐる損害保険会社のステイクホルダーは図2－1で示される。そして多岐に
わたるステイクホルダーのうち，自賠責保険の運営上不可欠な一義的ステイクホルダーは図2
－2で示される。自動車ユーザーは損害保険会社に対し契約者としての利害関係を有する。ま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27）た保険事故発生を契機に損害保険会社と被害者との利害関係が生じる。さらにこれらのステイ
クホルダーと損害保険会社との利害関係はそれぞれ複雑に影響を及ぼしあっている。
　ところで，被害者は被害者を含む一般大衆の中から生じる。そして，加害者は加害者を含む
22）　Carroll〔2000〕　P．35．
23）自動車保険に対する顧客の保障ニーズは多様である。例えば東京海上が発売した我が国初の人身傷害補償
　保険を含む保険であるTAPはより完全な保障を求めるものと言える。これに対し，リスク細分型保険は，よ
　り低廉な保障を求める別のニーズに対応するものである。両タイプの販売実績から，ニーズの多様化が裏付
　けられる。
24）自賠責保険での保障をめぐっては，1973年に死亡時の支払い限度額が1000万円に引き上げられた際に，最
　低保障論から基本保障論に移行した（鈴木〔1998〕p．82）と言われる。
25）Freeman＝Reed〔1983〕p．91．ステイクホルダーはさまざまに定義づけられるが，この定義は最広義のも
　のである。
26）Evan＝Freeman〔1988〕pp．100～102．ただし二義的ステイクホルダーは一義的ステイクホルダーより重
　要でない，という意味ではなく，また分類自体も固定的なものではない（Post，et　a1．〔1999〕p．10，77）二
　義的ステイクホルダーの要求の緊急性が合法性に優先する場合には，一義的ステイクホルダーに変化する
　（Carro11＝Buchholtz　〔2000〕p．69）。
27）ここで想定される被害者の他に，ひき逃げや無保険車による事故等による被害者も存在する。後者のよう
　な被害者の救済を図ることを目的とした「自動車損害賠償保障事業（保障事業）」が行われている（自賠法
　第71条）。
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契約者，つまり保険団体の中から，それぞれ保険事故を契機に発生する。そして被害者と加害
者の利害，さらに加害者とその他の契約者，被害者と一般大衆の利害は必ずしも一致するとは
限らない。この他，契約者と所有者の利益のどちらを優先するか，という損害保険会社の経営
全般に関わる問題がある。これらの問題に対処するため，経営者はステイクホルダーの利害を
　　　　　　　　　　　　　　　28）加重しバランスを図る必要がある。図2－3は被害者保護をめぐる主なステイクホルダーの利
害関係を示したものである。
図2－1　自賠責保険をめぐる損害保険会社のステイクホルダー
機関投資家
持ち合い
保険仲立人
（ブローカー）
自社／競合企業の
　契約者
28）Freeman－Reed〔1983〕p．91．これは企業の存続に関わる問題である。これらの調整を図るための企業戦
　略にっいてはFreeman－Gilbert，Jr．〔1988〕pp．64～86を参照のこと。　Carroll－Buchholtz〔2000〕でも同様
　にステイクホルダーの優先順位を決める方法を示している（pp．66～69，73）。
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図2－2　自賠責保険運営上の一義的ステイクホルダー
　　　　　　　　運輸省　　　　　　自算会　　　審査会
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図2－3　被害者保護をめぐるステイクホルダーの利害関係
契約者（＝被保険者）
自社／競合企業の契約者
　　　　　　　　　　　　3．自賠責保険における「公正」
　3－1被害者保護の方法
　損害保険会社は被害者保護の方法と程度をめぐり，ステイクホルダー間でのさまざまな利害
調整を行う必要がある。この際，被害者と加害者間，契約者間つまり保険団体全体と加害者間，
さらにこれらに対する所有者の利益，そして社会全体の利益が関係する。損害保険会社は契約
引受により被害者保護の法的責任を果たす。そして，保険事故が発生した際に契約に従った支
払いをすれば問題はない。しかし損害保険会社には，それ以上の適切で迅速なクレイム処理が
　　　　　　29）期待されている。
　保険事故発生時に，損害保険会社が被害者保護のためにすべきことは，正当な保険金の支払
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30）いである。これにより被害者は補償を得る。しかし，それ以上の対応を求める動きもある。こ
29）東京海上火災が実施した「自動車事故の事故対応に関する満足度調査」からは初期対応や解決までの時間
　の早さが顧客の満足度に直結することが示されている（日刊工業新聞（2000／5／16））。
30）営利企業である損害保険会社としては，被害者の過失を大目に見たり，過失割合を小さく見たりするわけ
　にはいかない。保険金の額を極力低く抑える努力が必要である（鈴木〔1999〕p．34）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　31）の場合，保険団体全体と加害者の利害は必ずしも一致しない。自賠責保険はノーロス・ノープ
ロフィットの原則にもとづき運営されるが，現実には再保険制度と共同プールを通じた運用益
が存在する。例えば，この運用益の利用方法をめぐりステイクホルダーの利害は対立する。利
用方法の選択肢はそれぞれ被害者保護の方向性を示すものと言える。まず，個別事例での被害
者保護を優先すれば，加害者となった契約者への補償を拡大することになる。この場合補償金
額や後遺障害への対応はより手厚いものになる。これに対し，保険団体全体の利益を優先した
場合，料率の引き下げを通じて，将来世代を含めた契約者全体に還元することになる。さらに
自動車保険の社会的意義に配慮すると，社会基盤整備による社会還元も選択肢の一つとなりう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　32）る。また，加害者の付保状況により生じる被害者間での不公正にも配慮する必要がある。どの
ような場合にも，損害保険会社全体の収益構造に影響を及ぼす。このため，さらに所有者との
利害調整も必要となる。
　　　　　　　　33）　3－2　公正概念
　　3－2－1　公正概念
　善い社会を築くための選択肢の一つは分配の正義である。社会的利得と負担の公正な分配に
　　　　　　　　　　　　　　　34）関しては，以下のような見解がある。全員の欲求が満たされるだけの財が存在し，社会的負担
をすすんで分担するだけの十分な人がいれば，人々の間で対立は生じない。しかし人々の社会
的利得と負担についての主張が対立し，全員の主張が同時に満たされえない場合には，分配の
正義の問題が発生する。分配の正義の基本原則は，平等なものを平等に扱い，不平等なものを
不平等に扱うことである。これに従えば，問題とならない点で相違がある場合でも，問題とな
る点で類似している人々は，その点に関して同様の利得と負担を与えられるべき，ということ
になる。
　平等主義では，社会または集団の利得と負担を全員が全く同じだけ分担することが正義とさ
れる。これに対し，資本主義の正義は貢献度に基づくものである。つまり，個人は社会，課業，
集団，交換に対する貢献に応じて利得を分配されるべきとされる。これに対し，社会主義の正
義は必要と能力に基づくものである。ここでは労働の負担は人々の能力に応じて，利得は人々
の必要性に応じて分配されるべきとされる。さらに，自由としての正義が主張される。この場
31）保険メカニズムに従えば，保険団体全体の利益が個別契約者の利益に優先されることになる。保険におけ
　る助け合いと一般的な助け合いの違いについては田村〔1995〕pp，28～29を参照のこと。
32）前述の政府保障事業と自賠責保険では過失相殺等の取扱いが異なる（保毎社〔1998〕p．151）。このため支
　払額に差が生じ，被害者間に不公平が生じることもある。これは制度的欠陥である（日本経済新聞（1999／
　7／20））。しかし同時に損害保険会社が法定以上のより積極的な被害者保護を行っている実例でもある。
33）以下の記述はVelasquez〔1998〕pp．102～119に依拠している。
34）正義（justice）と公正（fairness）は相互に置き換えられるものとして使用される。しかし後者がより根
　源的なものと捉えられることもある。
（281） 自賠責保険における「公正」 281
合，個人が自由な選択をした結果，各自がすでに持っているものを各々自由に交換するならば，
いかなる利得と負担の分配も正義とされる。
　これらに対し，社会的利得と負担の分配，政治的経済的不平等，最低限の生活，ニーズ，能
力，成果，自由の全てを考慮したものが公正としての正義である。
　　　　　　　　　　　　　　　　35）　　3－2－2　公正としての正義
　ジョン・ロールズ（John　Rawls）は正義論の提唱者である。その理論の出発点は，「最大多
数の最大幸福」に代表される古典的功利主義への批判である。具体的には，分配原理が欠如し
　　　　　　　　　　　36）ていること等を問題とする。これに対する代替案が正義論である。「無知のヴェール」の下での
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　37）選択は正義の原理に従う。このため社会的基本財は原則的に平等分配すべきという「公正とし
　　　　　　　　　　38）ての正義」が承認される。そして正義には二つの原理が存在する。第一原理は基本的な自由に
関しては全員に平等な権利を賦与するというものである。第二原理は社会的経済的不平等を調
整するためのものである。ここから，公正な機会均等，および最も不遇な人々の利益の最大化
を図る，という条件が加えられる。つまり第一原理で基本的な自由の優先権を確保した上で，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　39）第二原理で平等と効率性との折り合いを求めている。社会的経済的不平等の発生は結果的には
不可避である。このため，社会的弱者への別枠の対応策として，「公正な機会均等原理」に加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　40）え，「マキシミン・ルール」に則った「格差原理」を採用する。以上のことから，まずは第一原
理が優先され，次いで機会均等原理，最後に格差原理が採用されることになる。
　3－3　自賠責保険における「公正」
　損害保険会社はどのように自賠責保険を運営することが「公正」なのか。つまり，被害者保
護と自動車ユーザーの負担のバランスを保ち，なおかつ社会的コンセンサスを得るための資源
再配分の方法とはどのようなものなのか。以下，U一ルズ流の「公正」概念に従い，ステイク
ホルダーの利害調整について考察していく。
35）以下の記述はRawls〔1971〕に依拠している。そして同書の最新版（Rawls〔1999〕）までの変化を踏まえ
　必要な修正を行っている。さらに川本〔1995〕pp．25～36を参考にしている。
36）Rawls〔1999〕pp．19～24．ロールズは以下の点で功利主義を批判する。個人の複雑性や個人間の差異に
　ついて考慮していないため，分配原理が欠如している，欲求満足（＝善）の源泉や質にまで言及していない。
37）合理的な個人であれば，誰でも望むであろうと推定される「善いもの」であり，具体的には，自由と機会，
　地位と機能，所得と富，自尊の社会的基盤を指す。
38）Rawls〔1999〕p，11，17．ただしこの場合，秩序ある社会（wel1－ordered　society）で，道徳的人格（moral
　person）が存在することが前提となる。さらに正義概念が満たすべき形式的制約も事前に了解されているこ
　とも要件となる。V一ルズは正義論を「十分に発達した社会的諸制度がすでに存在ていて，その存在は長期
　にわたる発展の結果である場合に適用される理論」とする。（Rawls〔1980〕p．520，571）。
39）Rawls〔1999〕p．53。
40）Rawls〔1980〕p．568．
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　前述のように，根本的には「公正」とは，平等なものを平等に，不平等なものを不平等に扱
うことである。保険メカニズムに則り制度運営を行うためには，保険数理的公平性が社会的公
平性に優先することが「公正」と言える。また損害保険会社は営利企業であり，弱者救済には
　　　　41）
限界がある。そして実際には自賠責保険の社会政策的特性に配慮し，被害者を社会的弱者とみ
　　　　　　　　　　　　　42）なした制度運営が行われている。このことを格差原理による修正と捉えることは可能で，これ
に基づくステイクホルダーの利害調整が行われれば公正となる。
　　　　　　　　　　　　　　43）　この際，「被害者保護」のレベルが問題となる。自賠責保険はあくまで自動車ユーザーにとっ
ての損害賠償責任保険である。また，所有者の利益を損なうような運営も認められない。さら
に，政府主導で制度設計が行われ社会政策的側面があるが，官民の役割分担は明確である。従
って，一営利企業としての責任は限定される。しかしそれは自賠責保険を運営する上で倫理的
　　　　　　　　　　　　　　44）レベルの責任でなくてはならない。遵法つまり保険引受義務を果たすことを最低レベルとし，
その上で各ステイクホルダーの利益を確保する必要がある。これにより，顧客である自動車ユ
ーザーのニーズを満たし，損害保険会社全体の収益を確保することが，最終的には社会全体の
レベルアップにつなげることになる。
　ところで，自動車ユーザーのニーズを満たす取引は，公正な取引ルールに従って行われなく
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45）てはならない。公正な取引ルールとして，以下の2つの考えがある。「取引を促進するために，
各経済主体の取引機会の平等が事前的に確保されるような取引環境を整備すること」と「情報，
交渉力，判断能力等における劣位者を保護するために，事前的であると事後的であるとにかか
わらず何らかの措置をとること」である。前者に従えば，自賠責保険で最低レベルの保障を確
保して，それ以上の保障については自由な選択の余地を残しておく現行の任意保険との二階建
て制度が採用される。そして後者に従えば，自賠責保険による補償範囲を広げ被害者保護を図
ることになる。そして前者に従い取引を活発にすることは自賠責保険をめぐる環境を好転させ，
社会全体のレベルアップにもつながる。つまり，自賠責保険を別枠とすることで，ステイクホ
ルダーの利害調整が容易となる。そして同時に，任意保険による収益を確保することで，損害
保険会社の担保資力は強化される。これにより損害保険会社全体の運営が円滑になり，最終的
41）保険メカニズムを軽視した極端な被害者救済を行うことが保険制度そのものを崩壊させる危険性がある。
42）過失相殺の適用の緩和はこの一例と言える。
43）自賠貴審議会の『自賠責保険全般の在り方』についての答申で明らかにされた，政府再保険の廃止につい
　ての5条件は一つの指針として捉えられる。つまり被害者保護の充実を第一とし，同時に，自動車ユーザー
　等へのメリット，合理的な範囲内のコストによる制度改正といった付帯条件が挙げられている。従って，被
　害者を中心に据えながらも，保険数理的公平性という基準に従うべきで，他のステイクホルダーの利益を極
　端に害するような修正は認められない，と捉えられる。
44）法と倫理は別物である。両方ともに大切だが，法を最低ラインとして倫理を重視する必要がある（Duska
　〔1998〕p．248）。
45）この分類は日銀〔1999〕によるものである。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　46）にはさらなる被害者救済が実現される。このことが損害保険会社にとっての自賠責保険をめぐ
る「公正」である。
4．結論
　損害保険会社はその業務の一つとして自賠責保険の引受を行っている。従って他の保険商品
の場合と同様の方針に従い引受を行うべきである。つまり，まずは契約者を中心におき他のス
テイクホルダーとの利害を調整する必要がある。しかし自賠責保険は責任保険であるため，契
約上は第三者である被害者が存在する。そして，被害者保護を目的とする社会政策的な保険で
あるため，保険数理的公平性は若干の修正を余儀なくされる。自賠責保険をめぐりさまざまな
問題が指摘され，社会問題化している。特に，被害者に対する手厚い保護を求める動きは根強
い。これに対して損害保険会社としてはステイクホルダーの利害関係を見極め公正な対応をす
る必要がある。つまり，被害者保護という制約条件に従った上で，根本的には平等なものを平
等に，不平等なものを不平等に扱うことが「公正」である。根拠の乏しい安易な「弱者救済」
は正当化されえない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　47）　損害保険会社は業務内容から公共性を帯びているのも確かである。このため社会全体として
のレベルアップにつながるように自賠責保険を運営する必要がある。この際交通事故の被害者
救済という社会政策を実現する上で，損害保険会社が果たす役割を明確にする必要がある。自
動車ユーザーは全員が交通事故の加害者になりうる。このようなリスクに対する保障を提供す
るのが損害保険会社の役割である。このためには担保資力が充実していることが前提となる。
従って自賠責保険を最低限のレベルに抑え，任意保険により収益を確保することは正当と認め
られる。しかし何より重要なことは倫理的レベルの責任を果たす正当な活動をすることである。
さらに，自動車保険が損害保険会社全体の収支構造に及ぼす影響は多大である。このため現行
の二階建て制度の位置づけが問題となる。企業は利益をあげるだけでも倫理的であるだけでも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　48）なく，両方の責務を果たすことが求められる。このため両者の調整を図ることは，企業として
の存続に関わる問題と言える。
46）これは企業中心ではなく「社会全体としての功利主i義」へのシフト（Shaw＝Post〔1993〕p．747）につな
　がるものでもある。
47）企業の存在が認められる根拠は社会的有用性と社会的責任にある。これが実現されない場合には，企業の
　経営判断の範囲を狭めるような新しい法律や規制や公共政策の発動を招く（Paine〔1997〕pp．9～10（ペイ
　ン〔1999〕pp．8～9））。
　　保険会社の公共性に関して，以下のような見解がある。「保険に固有の公共性がまず与えられ，この公共
　性を理由に保険業規制の必要性が生まれるというのではなく，低廉安価な良質の商品（保障）を提供するこ
　とが社会的責任であり，そこに公共性が要請される。保険取引の特殊性故に，公的規制によって事業の円滑
　な遂行を確保する必要がある。しかし，競争を促進して資源の最適配分と消費者利益の増大を図らなくては
　ならない。」（水島〔1992〕pp．85～91）
48）　Carroll　〔2000〕　P．35．
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　自賠責保険をめぐる問題は，特別な商品に関する特殊な事例ではない。損害保険会社にとっ
ての倫理的課題事項と捉えられ，今後の経営の根幹に関わる諸問題への含意が多い。官民の役
　　49）
割分担，金融再編下での損害保険会社の存在意義といった，損害保険会社の在り方そのものを
問うことにつながる。また，規制緩和により経営判断の重要性が高まっていることやコーポレ
　　　　　　　　50）
一ト・ガバナンス等，経営全般に関わる問題にも関連していくものである。
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